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情報提供資料

【1年間の投資で許容できる下落率はどの程度ですか？】

資産運用に求めるもの：「安心」＝下げすぎない運用の必要性

投資の理想は安心できる運用

多くの投資家が下落率は5～10％程度にとどめたいと考えています。
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出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント調べ
サンプル数：1,000名、アンケート実施日：2018年1月20日
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～始めよう！続けよう！投資信託で資産運用～

本当に安心を求める皆様に

20％下落

25％上昇

5％下落

5.3％上昇

下落幅抑制で効率的な運用を実現

下落前の水準に戻すためには下落以上のリターンが必要になります。

上記はイメージであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

【基準価額の下落幅20％の場合】 【基準価額の下落幅5％の場合】

下落幅を抑えることで
より効率的な運用が期待できます

（価格） （価格）

（時間） （時間）
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～始めよう！続けよう！投資信託で資産運用～

本当に安心を求める皆様に

投資の基本「資産分散」をしたはずなのに・・・

安定した運用を求めて資産分散したけれど、思っていたよりも価格の変動が大きかったということは
ありませんか？

上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

【各資産と4資産均等配分の推移】

最大騰落率

国内債券 -4.9％

国内株式 -60.1％

外国債券 -25.7％

外国株式 -65.3％

4資産均等投資 -37.9％

POINT：各資産の「価格変動幅（リスク）」と「ファンド全体に与える影響度」
２つの視点を意識する

資産分散しても
10％以上下落

（年/月）

期間：1999年12月30日～2018年12月28日（1999年12月30日を100として指数化）
出所：Bloombergより作成
国内債券：NOMURA－BPI総合指数、国内株式：東証株価指数（TOPIX・配当込み）、外国株式：MSCIコクサイ インデックス（円換算ベース）、外国債券：FTSE世界国債
インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）
※4資産均等配分は各資産の配分比率を日次リバランス
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資産均等配分と日米4資産スマートバランス（きんとう君）の資産配分

日米4資産スマートバランス（きんとう君）は各資産がファンド全体に与えるリスクの影響度を考慮した
資産配分で運用（リスク・パリティ運用）します。

国内
株式
25％

国内
債券
25％

米国
債券
25％

米国
株式
25％

【きんとう君の資産配分（2018年12月28日時点）】

国内債券
85.6％

米国債券
18.7％

【4資産均等配分】

【きんとう君の資産配分の推移】

出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント作成

～始めよう！続けよう！投資信託で資産運用～

本当に安心を求める皆様に

出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント作成
※上記グラフは月末のデータのみを示しています。

（年/月）

上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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株
債
券

株 債券

リスクの影響度を比較する

保有する資産の量によって、各資産がファンド全体に与えるリスクの影響度が変わります。

【投資した資産の影響度を比較】【資産の量を比較】

きんとう

POINT：リスクパリティ運用はファンド全体に与える各資産の価格の変動幅
（リスク）の影響度を均等にすることで
特定の資産の影響を受けにくい安定した運用を実現

株式の比率を少なく
することで、資産の
影響度を均等に出来た！

量は均等にせず、
リスクの大きい
株式の量を少なく保有

上記はイメージであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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日米4資産スマートバランス（きんとう君）基準価額の推移

各資産の推移と比較しても安定的な推移になってます。
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上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

【日米4資産スマートバランス（きんとう君）と各資産の価格推移】

（年/月）期間：2000年1月4日～2018年12月28日（2000年1月4日を100として指数化）
出所：Bloombergより作成
米国債券：米国債10年先物、米国株式：S&P500株価指数先物、日本債券：日本国債10年先物、日本株式：TOPIX先物
日米４資産スマートバランスは2014年1月15日まではシミュレーション結果。1月16日以降は「日米4資産スマートバランスマザーファンド」へ投資するファンド
（レバレッジなし）の実績値（信託報酬控除前）。

※実際の投資にあたっては、日米の株価指数先物取引および債券先物取引を活用します。
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1. 4つの資産に分散投資する
シンプルな資産構成

2. リスク・パリティ運用を活用

日本株式

日本債券

米国株式

米国債券

上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

●「ファンドと他の代表的な資産クラスとの騰落率の比較」は、上記期間の各月末における直近1年間の騰落率の平均・最大・最小を、ファンド及び他の代表的な資産クラスについて表示し、
ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成したものです。全ての資産クラスがファンドの投資対象とは限りません。（交付目論見書Ｐ9より抜粋）

日本株：東証株価指数（TOPIX）（配当込み）、先進国株：MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）、新興国株：MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込
み、円換算ベース）、日本国債：NOMURA-BPI 国債、先進国債券：FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）、新興国債券：ＪＰモルガンGBI－EMグローバ
ル・ディバーシファイド（円ベース）
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【きんとう君の1年ローリングリターン】 【きんとう君の2年ローリングリターン】

出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント作成
期間：2014年2月～2017年9月

2014年度 1.43％

2015年度 1.65％

2016年度 1.15％

2017年度 1.67％

【年度別リターン】

より保守的な運用が期待できる「きんとう君」

１年保有では
マイナスリターンも

２年保有では
マイナスリターンはなし！

上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

～始めよう！続けよう！投資信託で資産運用～

本当に安心を求める皆様に

（年/月） （年/月）
出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント作成
期間：2014年2月～2016年9月

出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント作成

（％） （％）
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2018年の運用状況は？

上記は過去の実績を示したものであり将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

【各資産のウェイト推移（月次）】【各資産の寄与度（月次）】

出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント作成
期間：2018年1月末～2018年12月末

出所：損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント作成
期間：2018年1月末～2018年12月末

日本債券：日本国債10年先物、日本株式：TOPIX先物、米国債券：米国債10年先物、米国株式：S&P500株価指数先物
※日米４資産スマートバランスは信託報酬控除前
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ファンドの特色①
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ファンドの特色②
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ファンドの特色③
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投資リスク①
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投資リスク②

●クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。
●収益分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、収益分配金が支払われると、その金額相
当分、基準価額は下がります。収益分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む
売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになりま
す。また、収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。投資者のファンドの購入
価額によっては、収益分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運
用状況により、収益分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

●マザーファンドに投資する別のベビーファンドの追加設定・解約等により、当該マザーファンドにおいて売買等が生じた場合等には、
当ファンドの基準価額が影響を受ける場合があります。

●レバレッジ取引について
主要投資対象の１つである「日米４資産スマートバランス マザーファンド」において、株価指数先物取引および債券先物取引の
買建額が、原則として当マザーファンドの純資産総額の２倍程度となるように調整を行います。
したがって、株式や債券市場が下落した場合には、レバレッジを利用しない場合に比べて、多額の損失が発生する場合があります。
なお、当ファンドでは、「日米４資産スマートバランス マザーファンド」と「マネープールマザーファンド」に概ね50：50の比率で投資し
ますので、レバレッジ１倍といえます。
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手続き・手数料等①
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手続き・手数料等②
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手続き・手数料等③
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手続き・手数料等④

税金
●税金は表に記載の時期に適用されます。
●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。
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ファンドの委託会社およびその他関係法人の概況

※ 東証株価指数（TOPIX）とは、東京証券取引所第一部上場全銘柄の基準時（1968年１月４日終値）の時価総額を100
として、その後の時価総額を指数化したものです。

東証株価指数（TOPIX）は、東京証券取引所の知的財産であり、東京証券取引所は、TOPIXの算出もしくは公表の方法の変
更、TOPIXの算出もしくは公表の停止またはTOPIXの商標の変更もしくは使用の停止を行う権利を有しています。
※「 NOMURA－BPI総合指数」とは、野村證券が公表している、日本の公募債券流通市場全体の動向を表す投資収益指数で、
一定の組入れ基準に基づき構成されたポートフォリオのパフォーマンスをもとに計算されます。

NOMURA－BPIに関する一切の知的財産権その他一切の権利は、すべて野村證券株式会社に帰属します。野村證券株式会社
は、ファンドの運用成果等に関し、一切責任ありません。
※ FTSE 世界国債インデックスとは、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価
総額で加重平均した債券インデックスです。同指数はFTSE Fixed Income LLCの知的財産であり、指数に関するすべての権利は
FTSE Fixed Income LLC が有しています。
※ MSCIコクサイ インデックスとは、MSCI Inc.が開発した、日本を除く世界主要国の株価指数を、各国の株式時価総額をベースに合
成した株価指数です。MSCIコクサイ インデックス（円換算ベース）は、MSCIコクサイ インデックス（米ドルベース）をもとに委託会社が
独自に計算したものです。

同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は、同指数の内容を変える
権利および公表を停止する権利を有しています。
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ご注意事項

本資料は、勉強会の為に作成されたものであり、有価証券の取引、その他の取引の勧
誘を目的としたものではありません。投資に関する最終決定はお客様ご自身の判断で
なさるようにお願いいたします。本資料及び資料にある情報をいかなる目的で使用さ
れる場合におきましても、お客様の判断と責任において使用されるものであり、本資
料及び資料にある情報の使用による結果について、当社は何らの責任を負うものでは
ありません。

本資料で記載しております価格、数値、金利等は概算値または予測値であり、諸情勢
により変化し、実際とは異なることがございます。また、本資料は将来の結果をお約
束するものではなく、お取引をなさる際に実際に用いられる価格または数値を表すも
のでもございませんので、予めご了承くださいますようお願いいたします。
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投資にかかる手数料等およびリスク
【投資信託の取引にかかるリスク】
●主な投資対象が国内株式
組み入れた株式の値動きにより基準価額が上下しますので、これにより投資元本を割り込むおそれがあります。
●主な投資対象が円建て公社債
金利の変動等による組み入れ債券の値動きにより基準価額が上下しますので、これにより投資元本を割り込むおそれが
あります。
●主な投資対象が株式・一般債にわたっており、かつ、円建て・外貨建ての両方にわたっているもの
組み入れた株式や債券の値動き、為替相場の変動等の影響により基準価額が上下しますので、これにより投資元本を割
り込むおそれがあります。

【投資信託の取引にかかる費用】
各商品は、銘柄ごとに設定された買付又は換金手数料（最大税込4.32％）およびファンドの管理費用（含む信託報酬）
等の諸経費をご負担いただく場合があります。また、一部の投資信託には、原則として換金できない期間（クローズド
期間）が設けられている場合があります。

●お買付時にお客様に直接ご負担いただく主な費用
「買付手数料」：ファンドによって異なります。
●保有期間中に間接的にご負担いただく主な費用
「ファンドの管理費用（含む信託報酬）」：ファンドによって異なります。
●ご換金時にお客様に直接ご負担いただく主な費用
「信託財産留保額」「換金手数料」：ファンドによって異なります。

買付・換金手数料、ファンドの管理費用（含む信託報酬）、信託財産留保額以外にお客様にご負担いただく「その他の
費用・手数料等」には、信託財産にかかる監査報酬、信託財産にかかる租税、信託事務の処理に関する諸費用、組入有
価証券の売買委託手数料、外貨建資産の保管等に要する費用、受託会社の立替えた立替金の利息等がありますが、詳細
につきましては「目論見書」で必ずご確認いただきますようお願いいたします。
また、「その他の費用・手数料等」については、資産規模や運用状況によって変動したり、保有期間によって異なった
りしますので、事前に料率や上限額を表示することはできません。
各商品のお取引にあたっては、当該商品の目論見書、契約締結前交付書面等をよくお読みになり、内容について十分に
ご理解いただくよう、お願いいたします。
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投資にかかる手数料等およびリスク

【投資信託に関する情報提供について】
・楽天証券株式会社がウェブページ上で掲載している投資信託関連ページは、お取引の参考となる情報の提供を目的と
して作成したものであり、投資勧誘や特定銘柄への投資を推奨するものではありません。
・各投資信託関連ページに掲載している投資信託は、お客様の投資目的、リスク許容度に必ずしも合致するものではあ
りません。投資に関する最終決定はお客様ご自身の判断でなさるようお願いいたします。
・各投資信託関連ページで提供している個別投資信託の運用実績その他の情報は、当該投資信託の今後の運用成果を予
想または示唆するものではなく、また、将来の運用成果をお約束するものでもありません。

（楽天証券分類およびファンドスコアについて）
・楽天証券ファンドスコアは、「運用実績」を一定の算出基準に基づき定量的に計算したもので今後の運用成果を予想
または示唆するものではなく、将来の運用成果をお約束するものでもありません。最終的な投資判断は、運用コスト、
残高の規模、資金流出入額、運用プロセス、運用体制等を考慮し、お客様ご自身でなさるようお願いいたします。
・情報提供：株式会社QUICK
各投資信託関連ページに掲載している情報（以下「本情報」という）に関する知的財産権は、楽天証券株式会社、株式
会社QUICKまたは同社の情報提供元（以上三社を合わせて「情報提供元」という）に帰属します。本情報の内容につい
ては万全を期しておりますが、その内容を保証するものではなく、これらの情報によって生じた損害について、情報提
供元は原因の如何を問わず一切の責任を負いません。本情報の内容については、蓄積・編集加工・二次加工を禁じま
す。また、予告なしに変更を行うことがあります。

商号等：楽天証券株式会社／金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号、商品先物取引業者
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人第二種金融商品
取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
確定拠出年金運営機関 登録番号774




